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日本海側の海洋エネルギー資源開発促進について 
 
 

東日本大震災後、我が国のエネルギー政策が大きな転換点を

迎える中、エネルギー源としての石油や天然ガスなどの重要性

が益々高まっています。こうした中、近年、我が国の周辺海域

でメタンハイドレート等の海洋エネルギー資源の開発が注目さ

れています。一次エネルギーのほとんどを海外に依存している

我が国において、安全保障の観点からも国産エネルギー資源と

して大変重要であります。 

しかしながら、メタンハイドレートの開発は太平洋側を中心

に進められております。また、石油や天然ガス等の受入施設等

はその大半が太平洋側に集中しており、今後、想定される首都

直下型などの巨大地震等により被災した場合は、産業や国民生

活に計り知れない影響を及ぼすことが懸念されます。 

このような状況を踏まえ、日本海沿岸の10府県が連携して「海

洋エネルギー資源開発促進日本海連合」を設立し、日本海側で

の海洋エネルギー資源に関しての情報収集や調査・検討などを

行っております。 

国においては、新たな海洋基本計画等の中で、表層型メタン

ハイドレートの資源量調査目標を初めて設定されました。そし

て、平成25年度から調査を開始し、26年度には地質サンプル取

得調査により、表層型メタンハイドレートの存在を確認された

ところです。しかしながら、本格的な日本海側の開発に向けて

の動きは、未だ端緒についたばかりであります。我が国のエネ

ルギーの安定供給及び日本海沿岸府県の産業や経済の活性化な

どを図るため、その開発を一層加速化させる必要があります。 

以上を踏まえ、下記のことを要望します。 

 

 
 



 
 

 

記 

 

１ 日本海沖におけるメタンハイドレート等の開発に向けた本

格的な資源調査を推進するため、来年度予算においても調査

費等を拡充すること。 

  また、調査に当たっては、メタンハイドレートの実用化に

直結する工学研究や地方における調査研究体制の整備につい

ても、適切かつ効果的に促進すること。 

 

２ 日本海沖でのメタンハイドレートの商業化に向けたロード

マップを策定するとともに、採掘技術の開発を促進すること。 

また、採掘技術の開発に当たっては、「地方創生」の観点か

ら、日本海側における中小企業等の技術・人材を活用するな

ど、地元技術・国産技術を徹底的に活用・育成すること。 

 

３ 大災害の発生時等におけるリダンダンシーの確立や、日本

海国土軸の形成の視点も踏まえ、日本海における海洋エネル

ギー資源の開発に伴って必要となるエネルギー供給基地や輸

送パイプラインの整備を推進すること。 

 

４ 資源の開発が行われる地元に、その供給によって生まれる

富が還流する仕組みづくりを検討すること。 
 


